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FaCT プロジェクトにおいて、ナトリウム冷却高速炉 JSFR の設計が進められている。JSFR では、制御棒

チャンネルと燃料集合体との出口ナトリウム温度差は最大で 100℃程度となるため、炉心出口部における

流体の混合による温度変動が炉上部構造（UIS：Upper Internal Structure）の下部に高サイクル熱疲労を

与える可能性がある。また、UIS の構造として、内部に炉心からの流れが通るコラム型を採用していること

から、これまでの炉とは異なる流況となっていると考えられる。そこで、炉心出口と炉容器上部プレナムを

対象とする 1/3 スケール 60°セクタモデルを使用した水流動試験を実施した。制御棒周辺の温度とその

変動強度分布を計測するとともに、熱疲労に対する対策構造の評価を行った。 

 

本試験の目的は以下の通りである。 

(1) 制御棒チャンネル出口周辺における流動パターンを把握すること。 

(2) 温度変動の振幅と変動周波数の特徴を把握すること。 

(3) 高サイクル熱疲労の対策構造による温度変動低減効果を評価すること。 

 

試験の結果、制御棒周辺の温度変動特性を把握するとともに、熱疲労に対する対策構造は温度変動

振幅を低下させ、構造材料に対する熱応力に変換されやすい周波数領域においても、その変動強度を

低下させる効果があることを明らかにした。また、比較的低温の冷却材が流出するブランケット集合体と炉

心燃料集合体との境界における温度変動強度分布を把握した。 
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Japan sodium-cooled fast reactor, JSFR, has been investigated in the frame work of Fast Reactor Cycle 

Technology Development Project (FaCT). As the temperature difference between the control rod channels 
and the core fuel subassemblies is around 100 oC, temperature fluctuation due to the fluid mixing at the 
core outlet may cause high cycle thermal fatigue at the bottom of Upper Internal Structure (UIS). Then, a 
water experiment was conducted using a 1/3 scale 60 degree sector model. Temperature and its fluctuation 
intensity distributions around the control rod were measured and an effect of the improved structure against 
the thermal fatigue was examined. 
 

The objectives of the experiment are as follows; 
(1) to grasp the flow pattern around the control rod(CR) channel outlet, 
(2) to grasp the amplitude and the frequency characteristics of the temperature fluctuation, 
(3) to confirm the effect of a countermeasure for the high cycle thermal fatigue. 

 
As a result, thermal striping phenomena in the region between the fuel subassembly outlet and the bottom 

of the UIS were grasped.  The geometry of the UIS bottom and the handling head of the primary CR 
channel was modified so as to suppress the cold jets exiting from the CR channels.  The comparison of 
measured temperature fluctuations around the CR channels revealed that the modified geometry was 
effective to decrease the temperature fluctuation intensity and amplitude in the sensitive frequency band to 
the stress in the structures. Temperature fluctuation intensity distributions at the boundary between blanket 
subassemblies and core fuel subassemblies were also grasped. 
 
 
Keywords: Thermal Striping, Thermal Fatigue, Column-type UIS, Upper Plenum, Sodium Cooled Fast 
Reactor, FaCT Project 
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1. 序論 

 

日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）では、FBR サイクル実用化研究開発（FaCT）の一環と

して、ナトリウム冷却大型炉 JSFR の設計検討を行っており、高い安全性を確保すると同時に、システムの

簡素化・コンパクト化によって次世代軽水炉と同等のコストパフォーマンスの実現を目指している[1]。 

JSFR は、日本原子力発電株式会社が実証炉設計研究[2]で設計した電力実証炉と比べ、メインループ

数の削減、配管長の短縮、ポンプ・中間熱交換器の合体などによってシステムが大幅に簡素化・コンパク

ト化されている。原子炉容器では、コンパクト化と燃料交換システムの簡素化を図るために新しい型式の

炉上部機構（以下、UIS: Upper Internal Structure）を採用している。UIS は、制御棒の駆動軸や案内管、

炉心出口部の温度計装機器などを支持する構造物である。JSFR の UIS には燃料取扱設備を簡素化す

るために切込みを有するコラム型 UIS が採用されており、燃料交換機のアームが UIS の切込みに入ること

で燃料集合体にアクセスすることができる。これによって従来型の 2 重回転プラグを排し、炉容器径の削

減に寄与している。また、UIS は制御棒案内管と水平の多孔バッフル板等から構成され、胴がないことか

ら、内部をナトリウムが流れる構造となっているため、燃料集合体から流出する高温ナトリウムと制御棒チ

ャンネルから流出する低温ナトリウムにさらされ、高サイクル熱疲労が発生しやすい条件にある。さらに、

原子炉容器径は、実証炉と同程度の約 10m に抑える一方、電気出力は、実証炉の約 2.5 倍

（1,500MWe）としているため、炉心を通過する流量が増加し、従来の原子炉と炉内の流動状況が大きく

異なり、UIS の流力振動や高サイクル熱疲労に対する構造健全性を確認することが課題となっている。 

そのため、炉心頂部から UIS 下部の構造をモデル化し、炉心部出口部の温度差および流速分布を模

擬した「UIS 高サイクル熱疲労水流動試験装置（Test Rig for High Cycle Thermal Fatigue at Upper 

Internal Structure: TAFUT）」を製作し、UIS 下部において低温のチャンネルと高温の燃料集合体との温

度差で生じる温度変動が UIS 下部構造に高サイクル熱疲労を与える可能性について、温度変動特性を

評価して構造の疲労評価に供するとともに、温度変動を低減するための改良構造を見出すことを目的と

した水流動試験を実施している。試験体は実機の 1/3 縮尺で上部プレナムを 60°セクタで切り出したモ

デルとし、水流動伝熱試験室に設置した。 

 これまでの原子力機構におけるサーマルストライピング現象に関する実験研究において、流体側の温

度変動が構造側の熱応力に伝達される際、流体側の温度変動の振幅だけでなく、その周波数が主要な

因子であることが明らかにされている[3][4]。 

 守屋らは、レイノルズ数(Re)とペクレ数(Pe)が十分に大きい条件下であれば(Re 数が 20,000 以上かつ Pe

数が 600 以上)、水によって温度差のあるナトリウムジェットの混合現象をシミュレーションすることができる

ことを示した[5]。また、これまで機構で実施してきた水およびナトリウムを作動流体とする３噴流体系による

サーマルストライピング試験から、水試験によってナトリウム中での流体内温度変動特性（変動強度、周

波数特性）を評価することが可能であるという知見が得られている[6][7]。そこで本水流動試験では流体側

の温度変動の把握を主な目的とし、構造物表面温度の評価は熱伝達率を含め別途行うこととした。 

 本報では、水流動試験装置 TAFUT を用いて、UIS 下部における流体の混合に伴う温度変動の特徴を

捉える試験を実施するとともに、温度変動の緩和を目的とした対策構造を提案し、その効果を評価した結

果について述べる。 
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2. 試験装置と試験条件 

 

2.1 試験装置概要 

 

図 2.1 に UIS 下部熱疲労水流動試験装置の概略構造を示す。縮尺は JSFR（1,500MWe）（以下、「実

機」）の 1/3 で、上部プレナムを 60°セクタで切り出したモデルとした。UIS 切込みによる影響を評価する

と同時に、切込み部から離れた位置での温度変動の特性も評価するため、セクタモデルの端に切込み

部を配置している。なお、切込み部は上昇流が主で、切込みの中央を横切る流れは少ないことがこれま

での 1/10 全周モデルでの計測結果から得られており[8]、切込みを端部に配置することによる UIS 下部流

動場への影響はほとんどないと考えられる。また、高さ方向のモデル化範囲は、燃料集合体上部から UIS

最下部の計装支持板（以下「CIP：Core Instrumentation Support Plate」）、UIS 部の 3 枚のバッフルプレー

トを含み、４段目バッフルプレートの高さまで（4 枚目のバッフルプレートを除く）とした。ここで CIP は集合

体出口の直上に位置し、最も流体温度にさらされやすい構造物となる。プレナムの出口は試験体天井部

の 1 箇所から流出させる構造とした。実機のホットレグ設置位置とは異なっているが、60°セクタモデルで

あるため、相似形状とすることには限界がある。一方で、着目する領域は UIS の下部であり、流出部から

離れていることから、大きな影響はないと考えられる。試験体プレナム部は可視化が行えるよう、アクリル

で壁面を構成し、ステンレスを補強材として使用した。 

図 2.2 に 60°セクタ内の炉心集合体出口配置と CIP 形状を示す。60°セクタ内に炉心燃料集合体 95

体、主炉停止系制御棒チャンネル 6 体、後備炉停止系制御棒チャンネル 2 体、ブランケット集合体 16 体

が配置される。実機の炉心燃料集合体は内側炉心（第 1～第 6 流量領域）と外側炉心（第 7・第 8 流量領

域）の 2 領域に分かれ、それぞれ流量が異なっている。試験体では内側炉心として扇形の中心側に 67

体を配置し、プレナム側に外側炉心として28体を配置した。CIPは設計を反映した形状とし、各集合体の

同心軸上に開けられたフロー孔は、集合体、制御棒に分けて、図2.2に示すように下部に斜めの広がりを

持たせた。ただし、集合体出口温度計など計装品の取付支持構造などは形状がまだ決定されていない

ためモデル化していない。また、制御棒上部案内管は実機設計に合わせて、主炉停止系では UIS 上部

から CIP まで貫通させ、後備炉停止系では UIS 上部から第 1 バッフル板までとした。ただし、後備炉停止

系の自己作動型炉停止機構（SASS）の感温部（設計では制御棒駆動軸より若干太くなっている）は模擬

していない。 

図 2.3 に集合体上部のハンドリングヘッド形状を示す。実機集合体のハンドリングヘッドの形状を正確

に模擬し、集合体出口部の流速分布が実機と同一となるように配慮している。集合体下部の形状につい

てはハンドリングヘッドの中性子遮蔽体部（流路径を絞った細い部分）の口径で直管を下に伸ばした形

状とした。主炉停止系制御棒チャンネル・燃料集合体チャンネル・ブランケット集合体チャンネルの中性

子遮蔽体部の内径は 32.9mm とした。また、後備炉停止系制御棒チャンネルの中性子遮蔽体部の内径

は 49.5mm とした。 

集合体入口部に整流部を兼ねて 2 種類の多孔板を組み合わせ、合計 2 枚の多孔板を配置し、外側炉

心出口平均流速が内側炉心出口部の約 70%程度の流速となるようにした。集合体入口部に設置した多

孔板形状および設置位置を図 2.4 に示す。流量調整用多孔板は、ハンドリングヘッドから 760mm 下方に

設置した。 

JAEA-Research 2012-014

- 2 - - 3 -

JAEA-Research 2012-014



JAEA-Research 2012-014 

- 3 - 

なお、多孔板の抵抗係数は下記の関係式より求めた[9]。 

 

 

 (2.1) 

 

   (2.2) 

 

 

 K： 抵抗係数 

 β： 多孔板開口比 

 d： 孔径 （m） 

 L： 多孔板ピッチ （m） 

 

2.2 ループ構成 

 

本試験に用いた水流動試験装置のループ構成を図2.5に示す。試験体下部には上下2 段のプレナム

が設けられ、上段は燃料集合体に接続されている。また、下段は制御棒チャンネルおよびブランケット集

合体に接続されている。各プレナムにそれぞれ高温水（炉心燃料集合体用）、低温水（制御棒チャンネ

ルおよびブランケット集合体用）を供給することによって、集合体出口部において温度差のある流体の混

合現象を模擬している。なお、低温側の冷却水供給量には限りがあることから、下段プレナム内の制御棒

チャンネルまたはブランケット集合体チャンネルの下端にある入口部を袋ナットによって閉止し、供給する

チャンネルを任意に選択できる構造としている。 

高温側ラインは、主循環ポンプ出口下流で分岐し、ヒータ、電磁流量計を経て、試験体の高温プレナ

ムへ高温流体を供給する。主循環ポンプの最大吐出量は 800m3/h、最大揚程 40m である。また、ヒータ

出力は 95kW である。低温側ラインは、チラーラインから試験体低温プレナムへ低温流体を供給するライ

ンである。チラーポンプの最大吐出量は 22m3/h である。また、チラーは 50kW 容量のユニットを 2 台並列

し、100kW の除熱能力を有している。 

 

2.3 試験条件 

 

試験条件を表 2.1 に示す。制御棒に加えて、炉心燃料集合体に比べて低温となるブランケット集合体

出口周りの温度についても計測する。対象とする現象は高温側チャンネルの流速およびその分布形状、

低温側との温度差に基づく浮力が支配要因であると考えられるため、実機と Ri 数が一致する条件とした。

なお、実機条件の平均的な代表温度として、燃料集合体出口温度を 560℃とし、制御棒チャンネルおよ

びブランケット集合体出口温度を 500℃とした。 

無次元数の定義を以下に示す。 
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   (2.4) 

  

 

 ｇ： 重力加速度 （m/s2） 

 β： 体積膨張係数 （1/℃） 

 ΔＴ： 燃料集合体と制御棒チャンネル等の流体温度差 （℃） 

 L： 代表長さ(中性子遮蔽体部内径、最も細い部分) （m） 

 V： 代表流速（燃料集合体出口流速） （m/s） 

 ν： 動粘性係数 （m2/s） 

 

制御棒チャンネル周辺の温度分布測定試験では流体温度差を 15℃とし、燃料集合体のハンドリング

ヘッド部の流速を 1.59m/s とした。主炉停止系チャンネル流速を 0.33m/s、後備炉停止系チャンネル流

速を 0.06m/s とし、実機流速比は 1/3.55 である。なお、主炉停止系と後備炉停止系は独立して流量調節

ができないため、それぞれのチャンネル入口部を閉止して個別に試験を実施した。その際にブランケット

集合体も全集合体を閉止して試験を実施している。 

一方、ブランケット集合体周辺の温度分布測定試験では、チラーポンプ吐出量の制限から、制御棒チ

ャンネルの全数（8 体）を閉止し、さらに 16 体のブランケット集合体のうち、7 体を閉止して条件を設定した。

閉止したブランケット集合体の位置を図 2.6 に示す。流体温度差を 8℃とし、燃料集合体のハンドリングヘ

ッド部の流速を 1.21m/s とした。ブランケット集合体流速を 0.29m/s とし、実機流速比は 1/4.66 である。 

図 2.6 に計測対象チャンネルの位置と温度計測領域を示す。それぞれ切込みの影響が少ないと考え

られる試験体中心部付近のチャンネルを計測対象とした。主炉停止系・後備炉停止系チャンネルの代表

温度計測は、後述する可視化染料注入用模擬制御棒に取付けた熱電対によって計測している。また、

ブランケット集合体の代表温度は、試験体壁面近傍のブランケット集合体内に挿入した熱電対にて計測

している。挿入深さはブランケット集合体出口部から 150mm である。 

 

2.4 計測方法 

 

2.4.1 可視化試験 

高温と低温流体の混合現象を把握するために、レーザーライトシートを用いて可視化を行った。制

御棒チャンネルから流出する低温流体が、その周辺において高温流体と混合する現象を可視化する

ために、内部に樹脂製チューブを通した模擬制御棒を制御棒チャンネルに挿入し、制御棒チャンネル

内に可視化染料を注入した。レーザーライトシートによって発光した染料の流れを試験体上部および

側面から CIP 下部を対象に撮影した。可視化用蛍光染料はウラニン水溶液（フルオレセインナトリウム

（C20H10Na2O5））を使用した。アルゴンレーザビームをシート状に広げたものを光源とし、デジタルビデ

オカメラ（SONY HDV 1080i）を用いて撮影した。なお、試験体入口配管部から気泡を注入し、スリット状

にしたハロゲン光により、上部プレナム内の流れについても観察を行った。 

 


VL

Re

JAEA-Research 2012-014

- 4 - - 5 -

JAEA-Research 2012-014



JAEA-Research 2012-014 

- 5 - 

2.4.2 温度分布計測 

温度分布計測は、模擬制御棒駆動軸に熱電対をツリー状に取付け、制御棒駆動軸を回転させるこ

とによって実施した。使用する熱電対は 0.3mm 径の K 型（CA）である。図 2.7 に制御棒周辺計測用の

熱電対ツリーと計測領域を示す。熱電対の配列ピッチは 5mm とし、制御棒チャンネルに隣接する燃料

集合体の中心までをカバーする円形領域の温度分布を計測した。また、制御棒チャンネルを挟んで両

側の温度分布を一度に計測できるように両腕型とした。さらに、腕によって配列位置を半ピッチずらす

ことにより、計測の空間分解能を上げている。 

一方、ブランケット集合体周辺については、ブランケット領域外側に熱電対ツリーを設置し、ブランケ

ット集合体と外側炉心燃料集合体の各１層をカバーする扇形領域の温度分布を計測した。図 2.8 にブ

ランケット集合体周辺計測用の熱電対ツリーと計測領域を示す。 

図 2.9 に熱電対ツリーによる温度計測の高さを示す。制御棒周辺計測用の熱電対ツリーは CIP 下面

近傍を計測できるように、熱電対支持棒から伸びた保護管を 10°程度上側に傾斜をつけ、CIP 下

1mmの位置を計測した。一方、ブランケット集合体用熱電対ツリーについては、CIPの上下両面を計測

できるように水平とし、CIP 下 6mm の位置を計測した。 

可視化試験により温度変動が大きくなると予測された位置については熱電対ツリーの回転ピッチを

5°で計測し、それ以外は 10°ピッチで計測を行った。サンプリング周波数は 200Hz とし、600 秒間の

計測を行った。収録した試験データから電源ノイズを除去するため、オフラインで 30Hz のデジタルロー

パスフィルタによりノイズの除去を行っている。 

 

2.5 温度変動緩和方策 

 

設計体系における主炉停止系および後備炉停止系制御棒チャンネル近傍の温度変動をより緩和させ

る体系を考案し、その効果を評価するための試験を実施する。なお、ブランケット集合体近傍に対する温

度変動緩和対策評価は本レポートとは別途行う。 

 

2.5.1 主炉停止系制御棒周辺に対する温度変動緩和方策 

主炉停止系周辺に対する温度変動緩和方策を図 2.10 に示す。 

方策(1)： 中性子遮蔽体部の内径を 32.9mm から 49.5mm に拡大し、制御棒駆動軸との間に形成さ

れるアニュラス流路の断面積を 2 倍に拡大する。これによって制御棒チャンネルからの流出

速度を低下させる。ただし、ハンドリングヘッド形状の変更はしていない。図 2.11 に流路を広

げた主炉停止系制御棒チャンネルの形状を示す。 

方策(2)： 制御棒案内管の第 1 バッフル板近傍にフローホールを設ける。フローホールの形状およ

び設置位置を図 2.12 に示す。フローホールとして、1 断面毎に 3 個ずつ 2 断面、合計 6 個

の穴を開け、穴の位置は上・下の断面で 60°ずらした。これにより、第 1 バッフル板の下側の

高い圧力で、プレナムから案内管の中に高温の流体が侵入し、これを CIP の下方に吹き出さ

せる。本方策は三菱 FBR システムズ(株)により検討された結果[10]に基づいている。 

方策(3)： 集合体ハンドリングヘッドと CIP 間距離を 18mm から 36mm（装置上のスケール）に拡大す

る。これにより、低温の流体が CIP に当たることを緩和する。 

JAEA-Research 2012-014

- 4 - - 5 -

JAEA-Research 2012-014



JAEA-Research 2012-014 

- 6 - 

 

2.5.2 後備炉停止系制御棒周辺に対する温度変動緩和方策 

後備炉停止系チャンネルについては、方策(3)のみを適用した。 

 

図 2.13 に緩和方策を適用した体系での温度計測箇所を示す。温度計測は、主炉停止系周辺・後備

炉停止系周辺ともに周方向に代表的な 3 ラインについて計測を行った。また、計測断面の高さは CIP 下

1mm とした。 
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3. 試験結果 

 

3.1 設計体系試験結果 

 

3.1.1 制御棒チャンネル出口部の可視化 

主炉停止系、後備炉停止系制御棒のチャンネル出口近傍のフローパターンを把握するために、低

温流体の可視化試験を実施した。図 3.1 に主炉停止系制御棒周辺の可視化写真を示す。可視化した

制御棒は図 2.2 中の P4 である。レーザーライトシートを試験体側面の窓から CIP と炉心頂部の間の高

さに入れて水平断面を可視化した結果、低温流体が隣接する燃料集合体出口からのジェットとジェット

の間をゆっくりと流れていく様子が確認された。ジェットとジェットの間は 1 本の制御棒の周囲に 6 カ所

存在するが、低温流体はその 6 方向にほぼ均等に流れている。また、試験体側面から観察すると、主

炉停止系から流出した低温流体は、その上部の CIP フロー孔を通過し、制御棒案内管内部まで到達

する。しかし、制御棒案内管内部にはフローパスがないため CIP と炉心頂部のギャップ領域に戻り、水

平方向に広がる様子が観察された。また、低温流体の一部は燃料集合体出口からのジェットに巻き込

まれて上昇していく様子も観察された。 

図 3.2 に後備炉停止系制御棒周辺の可視化写真を示す。可視化した制御棒は図 2.2 中の B2 であ

る。後備炉停止系では、主炉停止系に比べて流速が低く、不安定な流れが観察された。試験体上部

からの観察では、主炉停止系と同様にジェット間を低温流体が水平に流れるが、6 方向のジェット間を

均等に流れるのではなく、ある時刻では 6 方向の内の 1 方向に流れ、その後、別の 1 方向に流れを変

えるという、流れる方向が時々刻々変化する様子が観察された。また、試験体側面から観察すると、低

温流体は間欠的に CIP フロー孔を通過し、CIP 上面まで到達する。しかし、CIP 上面まで到達した低温

流体は CIP とハンドリングヘッドのギャップ領域に押し戻され、ギャップ領域において水平方向の流れ

へ転ずる様子が確認された。これは、CIP と第１バッフル板間に案内管がなく、上部から CIP フロー孔

を通って下に向かう流れが存在するためであると考えられる。 

 

3.1.2 主炉停止系制御棒チャンネル周辺の温度分布測定結果 

図 2.6 に示す主炉停止系制御棒チャンネル周辺の時間平均温度分布と温度変動強度のコンターを

図 3.3 に示す。炉心中心に向かう方向、UIS 切込みの方向は図 2.6 と共通である。 

なお、温度は制御棒チャンネル（TCold）と燃料集合体出口（THot）との温度差を用いて、以下の式で

規格化した。 

 

 (3.1) 

 

また、温度変動強度は温度変動の 2 乗平均平方根（Root-mean-square）として、以下の式で算出し

た。時間平均は 600 秒間 120,000 点のデータについて行った。 

 

 

 (3.2) 
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 (3.3) 

 

 

平均温度の分布から分かるように、低温流体はほぼ均等に周囲に流れている。可視化試験で観察

されたように、主炉停止系制御棒チャンネルから流出した低温流体は、燃料集合体からのジェットに巻

き込まれて上昇する流れと、ジェットの間をゆっくり通る流れになる。燃料集合体に向かう流れは混合

による温度上昇がほとんどなく高温ジェットに巻き込まれ、ジェット間に流れる低温流体は流速が小さ

いため、混合によって温度が上昇し、図 3.3 のような温度分布になると考えられる。図 3.3 に示した変動

強度分布から分かるように、高温ジェットに巻き込まれる直前に変動強度が大きくなっている。UIS 切込

みに沿う方向を0°として35°方向の計測線上に変動強度が最大になる点が存在した。図3.4に35°

方向の計測線に沿った時間平均温度分布と変動強度分布を示す。この図から分かるように、制御棒チ

ャンネル中心から 30mm 付近の温度勾配が大きく、この領域で変動強度も大きくなっていることが分か

る。最大変動強度点における変動強度値は約 0.26 であった。 

 

3.1.3 後備炉停止系制御棒チャンネル周辺の温度分布測定結果 

図 2.6 に示す後備炉停止系制御棒チャンネル周辺の時間平均温度分布と温度変動強度のコンタ

ーを図 3.5 に示す。可視化試験で観察されたように、後備炉停止系から流出する低温流体は、主炉停

止系と比べて不安定で、流れる方向が一定していない。また、特に0°から80°方向に流れることが多

く、炉容器壁側に偏っていることが分かる。最大変動強度点を含む計測線は 45°方向であり、図 3.6

に 45°の計測線に沿った時間平均温度分布と変動強度分布を示す。後備炉停止系では、後備炉停

止系チャンネルの中心から 50mm 付近で温度勾配が大きくなるが、この位置で変動強度は最大になっ

ていない。平均温度ではとらえられていないが、可視化試験で観察されたように、間欠的に CIP 上面ま

で到達する流れが存在し、そのために 30mm 付近で変動強度が大きくなっていると考えられる。最大変

動強度点における変動強度値は約 0.32 であった。 

 

3.1.4 ブランケット集合体周辺の温度分布測定結果 

図 2.8 に示すブランケット集合体周辺の時間平均温度分布と温度変動強度のコンターを図 3.7 に示

す。平均温度分布において、炉容器壁側では温度低下が見られず、炉心燃料集合体側（炉心中心方

向）のみに温度低下が見られた。気泡による上部プレナム内の可視化の結果、プレナムの底面に沿っ

て炉容器壁からUISに向かう流れが確認され、ブランケット集合体から流出した低温流体がUIS内側に

向かって流されていると考えられる。ブランケット集合体と燃料集合体の境界に CIPの外周端部が存在

するが、UIS 内部に向かう流れによって CIP の外周部が低温流体に晒され、温度変動強度が高くなっ

ていることが温度変動強度分布からも分かる。 

構造物である CIP 外周部に近い位置で最も変動強度が高くなる点を含むのは 240°の計測線であ

り、図 3.8 に 240°計測線に沿った時間平均温度分布と変動強度分布を示す。温度勾配の高い位置

で変動強度は大きくなり、その変動強度値は 0.3 程度となるが、ブランケット集合体周辺の温度変動強

度は制御棒チャンネル周辺に比較して変動強度がより大きくなっているため、対策構造の提案を含め
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て別途試験を実施する予定である。 

 

3.2 温度変動緩和方策に対する試験結果 

 図 3.9 に設計体系と温度変動緩和方策を比較した結果を示す。緩和方策については計測した計測線

の内、最も変動強度が高くなる点を含む計測線の結果を示している。 

緩和方策における主炉停止系および後備炉停止系制御棒周辺での温度分布は、ほぼ平坦となる結

果が得られた。緩和方策に対する流動可視化試験によって CIP 下面に低温流体が到達しなくなったた

めに温度低下が生じなくなったことを確認した。 

主炉停止系制御棒周辺では、低温流体と高温流体が混合する領域において、温度変動強度が増加

しているが、その大きさは設計体系に比べて 1/10 以下であり、大幅に温度変動強度が減少していること

から、緩和方策は制御棒周辺の温度変動を緩和させる効果があることが分かった。 
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4. 考察 

 

4.1 主炉停止系制御棒周辺の温度変動緩和方策の効果 

設計体系との比較試験より、温度変動緩和方策は温度変動を大幅に減少させる効果があることが認

められた。図 4.1 にその理由を示す。 

方策(1)によって、低温流体の流速が低下し、低温流体の CIP への到達が抑制された。 

方策(2)によって、制御棒案内管内部に下降流を発生し、その下降流によって、制御棒からの低温流

を上から抑えつけ、CIP が低温流体に晒されないようになった。なお、制御棒案内管内部に下降流が発

生するのは、第 1 バッフル板によってフローホール付近の圧力が上昇するためであると考えられる。 

方策(3)によって、ハンドリングヘッド出口から CIP までの距離が広がり、低温流体が CIP へ到達するの

が抑制された。 

 

これら温度変動強度が減少する理由の内、方策(2)の効果は大山ら[10]により数値シミュレーションによ

っても予測されている。 

図4.2に、最大変動強度点における温度時系列とPSDを示す。なお、温度は式(3.2)に基づき規格化し

た。以下に示す実機と試験体のタイムスケール比 tR はほぼ 1 である。 

 

 

   (4.1) 

 

 

時系列データは最も温度変動が大きくなった 10 秒間について示した。また、PSD は収録した 600 秒間の

データすべてを対象に FFT を施している。設計体系では高低温の温度差の約 90％の振幅で温度変動

が生じている一方、緩和方策では 20％程度の振幅まで減少していることが分かる。PSD についても、全

周波数領域に亘りパワーが減少していることが分かる。 

 

4.2 後備炉停止系制御棒周辺の温度変動緩和方策の効果 

 後備炉停止系制御棒周辺の温度変動緩和効果について図 4.3 に示す。後備炉停止系については制

御棒案内管が CIP 上部に存在しないため、方策(3)のみの適用となるが、可視化試験で確認したように、

CIP 上部からフロー孔に向かう下降流が存在し、低温流体の上昇を妨げている。この下降流とあいまって

CIP とハンドリングヘッド間距離を拡大することにより、低温流体の CIP への到達が抑制されたと考えられ

る。 

 図4.4に最大変動強度点における温度時系列とPSDを示す。主炉停止系のケースと同様に、時系列デ

ータは最も温度変動が大きくなった 10 秒間について示した。PSD は収録した 600 秒間のデータすべてを

対象に FFT を施している。設計体系では高低温の温度差の約 100％の振幅で温度変動が生じているが、

緩和方策では大幅に振幅が減少していることが確認された。 

構造材の厚みや材質にも依存するが、おおむね流体側の 0.02～数 Hz の中間周波数帯域の温度変

動が、構造材の熱応力に変換され易いことが知られている[11]。図 4.2 および図 4.4 に示した通り、中間周

actor
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波領域において、緩和方策では主炉停止系・後備炉停止系ともに設計体系に比べてパワースペクトルが

低く、緩和方策は高サイクル熱疲労に対して高い抑制効果があると考えられる。 
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5. 結論 

 

ナトリウム冷却大型炉 JSFR の UIS 下部における高サイクル熱疲労を評価するために、1/3 スケール

60°セクタモデルを用いた水流動試験を実施した。制御棒チャンネル並びにブランケット集合体周辺の

温度分布計測を実施し、その流動状況の把握と温度変動の特徴が得られた。さらに、制御棒チャンネル

近傍の温度変動を緩和させる方策を考案し、その体系についても温度分布の計測を行い、温度変動強

度および PSD について設計体系との比較を行った。 

比較の結果、温度変動緩和方策は、温度変動強度と温度変動振幅を減少させる効果があることが確

認された。 

今後、温度変動緩和方策における主炉停止系・後備炉停止系周辺の詳細計測を実施するとともに、

ブランケット集合体周辺における温度変動緩和方策を考案し、その効果を確認していく予定である。 
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表2.1 試験条件

実機条件 試験条件

出口
温度

ハンドリング
ヘッド部流速

VR

出口
温度

ハンドリング
ヘッド部流速

Vm

Vm/VR Re数 Ri数

℃ m/s ℃ m/s - -

燃料集合体
（内側炉心）

560 5.66 35 1.59 1/3.55 7.1×104

主炉停止系CR 500 1.17 20 0.33 1/3.55 3.7×103 1.81×10-4

後備炉停止系
CR

500 0.22 20 0.06 1/3.55 1.7×103 4.50×10-4

1．制御棒チャンネル周辺温度計測試験

2．ブランケットチャンネル周辺温度計測試験

※実機条件の燃料集合体等の出口温度は、平均的な代表温度として設定した。
※主炉停止系計測時は、後備炉停止系流路およびブランケット流路を閉止
※後備炉停止系計測時は、主炉停止系流路およびブランケット流路を閉止

※実機条件の燃料集合体等の出口温度は、平均的な代表温度として設定した。
※主炉停止系・後備炉停止系流路およびブランケット7チャンネルを閉止

実機条件 試験条件

出口
温度

ハンドリング
ヘッド部流速

VR

出口
温度

ハンドリング
ヘッド部流速

Vm

Vm/VR Re数 Ri数

℃ m/s ℃ m/s - -

燃料集合体
（外側炉心）

560 5.66 35 1.21 1/4.66 3.9×104

ブランケット
集合体

500 1.36 27 0.29 1/4.66 1.1×103 1.04×10-3
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図2.1 試験体概要
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図2.2 炉心配置およびCIP形状
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図2.3 ハンドリングヘッド形状
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図2.4 燃料集合体入口部多孔板形状および設置位置
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図2.5 試験ループ構成
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主炉停止系周辺
温度計測対象チャンネルと

計測領域

ブランケットチャンネル
周辺温度計測領域

図2.6 計測対象チャンネルと計測領域
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後備炉停止系周辺温度計測時
低温側代表温度計測位置
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図2.7 制御棒チャンネル周辺計測用熱電対ツリー
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図2.8 ブランケット集合体周辺計測用熱電対ツリー
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図2.9 熱電対ツリー計測高さ
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CIP

第1バッフル板

フロー
ホール

制御棒案内管

方策(1) 流路断面積拡大による低温流体流速の低減
（対象：主炉停止系制御棒チャンネル）

方策(2) フローホール付き制御棒案内管の設置
（対象：主炉停止系制御棒チャンネル）

方策(3) ハンドリングヘッド-CIP間距離を拡大
（対象：主炉停止系・後備炉停止系制御棒チャンネル）

流路断面積を32.9mmから49.5mm拡大
（制御棒出口アニュラス部流路断面積を2倍）

主炉停止系

燃料集合体 燃料集合体

18mmから36mmに拡大
（実機54mm→108mm相当）

図2.10 温度変動緩和方策
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図2.11 断面積を拡大した主炉停止系制御棒チャンネル形状
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図2.12 フローホール付き制御棒案内管形状
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図3.1 主炉停止系制御棒チャンネル周辺可視化画像

主炉停止系制御棒
案内管

主炉停止系
制御棒案内管

主炉停止系
制御棒チャンネル

制御棒
駆動軸

燃料集合体

試験体上部からの撮影画像

試験体側面からの撮影画像

CIP

CIPフロー孔

低温流体

JAEA-Research 2012-014

- 28 - - 29 -

JAEA-Research 2012-014



図3.2 後備炉停止系制御棒チャンネル周辺可視化画像
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図3.3 主炉停止系制御棒チャンネル周辺
時間平均温度分布と変動強度分布
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時間平均温度分布コンター図

変動強度分布コンター図

図3.7 ブランケット集合体周辺
時間平均温度分布と変動強度分布
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　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度
（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位
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　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度
（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位
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　国際単位系（SI）

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや

コヒーレントではない。

(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明

示されない。

(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「 」

は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度
（substance concentration）ともよばれる。

（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量

SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ
（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能

（ ｆ ）
ベクレル

（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト

（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ   
デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド

（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（第8版，2006年改訂）
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